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葛城市では、平成26年度決算に基づく、一般会計をはじめとした普通会計の財務書類（4

表）を作成しました。 

この財務書類は、地方公共団体の財政状況を企業会計的な手法により把握し、現行の現

金主義会計からもたらされる財務情報に加え、資産や負債という行政資源の残高や変動状

況、コスト情報などを明らかにするもので、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計

算書」「資金収支計算書」の4表で構成されています。 

これらの財務書類を正確な財務状況の把握とコスト意識をもった行財政運営を実現するた

めのツール（道具）として活用し、行財政運営の適正化を図ってまいります。 

 

 

 

 

 

Ⅰ 財務書類の作成基準 

 
平成19年10月に総務省より公表された「新地方公会計制度実務研究会報告書」におい

て提示された「地方公共団体財務書類作成にかかる総務省方式改訂モデル」に基づき作

成しました。 

 

 

1 対象となる普通会計 

 
(1) 一般会計 

(2) 学校給食特別会計 

(3) 住宅新築資金等貸付金特別会計 

(4) 霊苑事業特別会計 

 

2 作成基準日 

 
平成27年3月31日（平成26年度末）。ただし、出納整理期間（平成27年4月1日から5月

31日まで）における出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。 

 

3 基礎数値 

 
昭和44年度以降、平成26年度までの「地方財政状況調査（以下「決算統計」という。）」

の数値を使用しています。（平成16年度以前の数値については、合併前の新庄町、當麻

町及び西葛城消防組合の決算統計の数値等の合算により算出しています。） 

 

 

4 有形固定資産の評価基準 

 
有形固定資産は、取得原価により計上しています。昭和44年度以降の決算統計の普通
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建設事業費（補助金として支出した金額を除く。）を集計し、減価償却計算を実施した

後の金額を計上しています。（特に土地分の資産価値については、用地を取得した当時

の価格で評価しています。） 

 

 

5 退職手当引当金 

 
平成 26 年度末に全職員が普通退職したと想定し、所要額を計上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ　普通会計財務書類

(1)貸借対照表(普通会計)

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 14,570,283

①生活インフラ・国土保全 26,387,450 (2) 長期未払金

②教育 20,007,389 ①物件の購入等

③福祉 3,889,108 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 4,872,789 ③その他

⑤産業振興 3,837,320 長期未払金計 0

⑥消防 596,642 (3) 退職手当引当金 2,111,973

⑦総務 4,519,219 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 64,109,917 (5) その他 0

(2) 売却可能資産 0 固定負債合計 16,682,256

公共資産合計 64,109,917

２　流動負債

２　投資等 (1) 翌年度償還予定地方債 955,157

(1) 投資及び出資金 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

①投資及び出資金 339,283 (3) 未払金 0

②投資損失引当金 0 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

投資及び出資金計 339,283 (5) 賞与引当金 126,100

(2) 貸付金 2,753 (6) その他 0

(3) 基金等 流動負債合計 1,081,257

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 2,145,873 負　　債　　合　　計 17,763,513

③土地開発基金 317,111

④その他定額運用基金 8,000

⑤退職手当組合積立金 303,397 [純資産の部]

基金等計 2,774,381 １　公共資産等整備国県補助金等 9,701,461

(4) 長期延滞債権 228,225

(5) 回収不能見込額 △ 49,655 ２　公共資産等整備一般財源等 49,473,182

投資等合計 3,294,987

３　その他一般財源等 △ 5,176,238

３　流動資産

(1) 現金預金 ４　資産評価差額 0

①財政調整基金 3,470,933

②減債基金 1,302 純　 資　 産　 合　 計 53,998,405

③歳計現金 845,933

現金預金計 4,318,168

(2) 未収金

①地方税 45,301

②その他 5,613

③回収不能見込額 △ 12,068

未収金計 38,846

流動資産合計 4,357,014

資　　産　　合　　計 71,761,918 負 債 ・ 純 資 産 合 計 71,761,918

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債にかかるもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち12,674,513千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 27,258,412 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 15,525,440 千円 15,525,440 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 8,878,166 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 302,961 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,808,567 千円 1,808,567 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 743,278 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 22,870,160 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 4,457,416 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 230,841 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 18,181,903 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 4,388,252 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は24,825,655千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は47,701,406千円です。

貸借対照表
(平成２７年　３月３１日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0

713,729

62,634

40,957

869

127,094

14,048

42,425

1,001,756

284,535

202,136

515,085

1,001,756

0

748,895

0

0

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

0

0

8,878,166

302,961

743,278
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貸借対照表（バランスシート）とは                    

 

 
バランスシートとは、ある特定の時点における財務情報（ストック情報）を表示した

報告書のことで、資産、負債及び純資産から構成されています。 

バランスシートの左側を借方、右側を貸方といいます。 

借方には、「資産」が表示され、これからの世代に残る財産状況、これまで投資され

た資金の使途状況などを確認することができます。 

貸方には、「負債」及び「純資産」が表示され、これからの世代が負担しなければな

らない借入金の状況、これまでの世代が負担した資金の状況などを確認することができ

ます。 

つまり、バランスシートを作成することにより、これまでに整備してきた社会資本の

状況、また、その整備に投資した資金の状況等も一覧で確認することができます。 

 

 

 

借 方 貸 方 

 

〈資産〉 

 

これまでに形成された市の行政サー 

ビスを提供するための資産 

 

・公共資産 

・投資等 

・流動資産 

 

（例）土地、建物、貸付金、 

投資・出資金、基金等 

 

 

〈負債〉 

 

将来返済しなければならない債務 

 

・固定負債 

・流動負債 

 

（例）地方債、退職手当引当金等 

 

 

 

〈純資産〉 

 

返済する必要のない財産 

 

・公共資産等整備国県補助金等 

・公共資産等整備一般財源等 

・その他一般財源等 

・資産評価差額 

 

 

※資産の合計は、負債及び純資産の合計と等しくなります。 
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貸借対照表（普通会計）の主な項目と内容              

 

 借 方  

【資産の部】･･･一会計年度を超えて、地方公共団体の経営資源として用いられ

ると見込まれるものを公共資産、投資等、流動資産に分類して

計上しています。 

1 公共資産 

(1)有形固定資産 ··· 土地、建物、備品等長期間にわたって行政サービスを提

供するために使用される資産で、決算統計上、普通建設

事業費として区分されたものを行政目的別に計上してい

ます。 

①生活インフラ・国土保全 ·· 道路、公園、交通安全施設、市営住宅など 

②教育 ·············· 小・中学校、幼稚園、公民館、図書館、文化会館、 

 体育館など  

③福祉 ·············· 保育所、児童館など 

④環境衛生 ·········· 保健センター、クリーンセンター、リサイクルセン 

 ターなど 

⑤産業振興 ·········· ほ場整備、相撲館など 

⑥消防 ·············· 消防庁舎、消防自動車、防火水槽など 

⑦総務 ·············· 市役所庁舎など 

 

2 投資等 

(1)投資及び出資金  ·· 企業会計や外郭団体などへの出資金や出捐金など 

(2)貸付金 ··········· 住宅新築資金等貸付金 

(3)基金等 

①退職手当目的基金･････ 退職手当の支給に備えて積み立てている基金の

年度末の残高 

②その他特定目的基金･･･ 福祉活動の促進、教育の振興など、特定の目的

のために積み立てている基金の年度末の残高 

③土地開発基金･････････ 土地開発基金の年度末の残高 

④その他定額運用基金･･･ 国民健康保険高額療養費貸付基金など定額の資

金を運用するための基金の年度末の残高 

⑤退職手当組合積立金･･･ 県市町村総合事務組合が保有する積立金のうち

葛城市が積み立てた持分相当額 

(4)長期延滞債権 ······ 回収期限から1年以上経過している債権 

(5)回収不能見込額 ···· 長期延滞債権のうち将来の回収が見込まれない額を 

マイナスで表示しています。 

3 流動資産 

(1)現金預金 

③歳計現金 ········· 形式収支（歳入総額から歳出総額を差し引いた額） 

(2)未収金 ············ 期限から1年未満の債権 
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貸 方 

【負債の部】･･･ 資産形成の財源として調達した資金のうち、将来支払わなけれ 

ばならないものを固定負債と流動負債に分類して計上していま

す。 

 

1 固定負債･･･翌年度償還額を除く地方債残高、退職手当引当金及び債務負担行 

       為済額を計上しています。 

(1)地方債･･･････････翌年度償還額を除く地方債残高（元金）を計上していま 

す。 

(2)長期未払金 

②債務保証又は損失補償････第三セクター等に対する損失補償についての 

債務負担のうち、履行すべき額が確定したも 

のを計上しています。 

(3)退職手当引当金･･･年度末に在籍しているすべての職員が普通退職した場 

合に支給する退職手当額を計上しています。 

 

2 流動負債･･･基準日の翌日から1年以内に支払期限が到来するものを計上して 

います。 

(1)翌年度償還予定地方債･････地方債の年度末残高のうち、翌年度に予定され 

ている元金償還額を計上しています。 

(5)賞与引当金･･･････････････翌年度に支払うことが予定されている賞与の 

うち、当該年度負担相当額を計上しています。 

 

 

【純資産の部】･･･資産形成の財源として調達した資金のうち、すでにこれまで

の世代によって調達が完了したものを計上しています。 

 

1 公共資産等整備国県補助金等･･公共資産の形成に充てられた財源のうち、

国・県からの補助金等 

2 公共資産等整備一般財源等････公共資産の形成に充てられた財源のうち、 

一般財源の額 

3 その他一般財源等････････････公共資産等の整備に関するもの以外の純資産 

4 資産評価差額････････････････資産の貸借対照表計上額と取得価額との差額 

 

○上記1及び2によって取得した固定資産のうち減価償却費相当額について

は、すでにその支出金の対価としての固定資産の価値が下落していることか

ら、国庫支出金、都道府県支出金から直接減額しています。 

 

※負債と純資産の合計は、資産合計と等しくなります。 
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葛城市の貸借対照表（普通会計）からわかること             
 

 

<有形固定資産の行政目的別割合> 

 

自治体の貸借対照表に計上されている資産の中で最も金額が大きく、かつ、自治体の

政策方針が反映されやすいのは有形固定資産です。有形固定資産に着目して分析する手

法として「有形固定資産の行政目的別割合」があります。 

有形固定資産は、行政目的別に区分されています。有形固定資産の行政目的別割合を

見ることにより、公共資産形成の重点分野を把握することができます。 

ここで計上されている金額は、昭和44年度以降に取得したものの累計額から減価償却

の累計額を差し引いた後の金額となっており、合計では、約641億円となっています。 

行政目的別に見ると、道路、公営住宅などの「生活インフラ・国土保全」分野が264

億円（41％）、学校・文化・体育施設等の「教育」分野が200億円（31％）、庁舎等の

「総務」分野が45億円（7％）などとなっています。 

 

有形固定資産の行政目的別割合

⑥消防＝消防費 1%

⑦総務＝総務費 7%

⑤産業振興＝農林水産
業・労働・商工費  6%

①生活インフラ・
国土保全=土木費 41%

②教育=教育費 31%
③福祉＝民生費 6%

④環境衛生＝衛生費
8%

①生活インフラ・国土保全=土木費

②教育=教育費

③福祉＝民生費

④環境衛生＝衛生費

⑤産業振興＝農林水産業・労働・商工費

⑥消防＝消防費

⑦総務＝総務費

 

 

 
<社会資本形成の世代間負担比率> 

 

 

 

 

 

 
（数値の資料は、Ｐ3の貸借対照表（普通会計）からです。） 

 

社会資本形成の過去及び現世代負担比率(84.2％) 

  ＝純資産合計(53,998,405千円)÷公共資産合計(64,109,917千円)×100 

 

社会資本形成の将来世代負担比率 (24.2％) 

  ＝地方債残高(15,525,440千円)÷公共資産合計(64,109,917千円)×100 
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貸借対照表の公共資産合計額は、住民サービスを提供するために保有している資産で

すが、この資産をこれまでの世代の負担で賄ってきたのか（純資産の部）、将来の世代

に負担していただかなければならないのか（負債の部）の割合を見ることができます。 

 

葛城市の値は、これまでの世代の負担による分が84.2％、将来世代の負担が24.2％と

なります。平均的な数値は、これまでの世代負担が50％～90％、将来世代の負担が15％

～40％といわれていますので、葛城市の世代間比率は平均的な水準であるといえます。 

 

なお、地方債残高は市の借金残高ですので、その負担が少ない方が、将来への負担は

少なくて済みます。しかし、公共資産整備をすべて現在の世代の負担で賄うと、将来そ

の資産を利用する世代の方は負担をしなくてもよいことになり世代間で不公平を生じ

てしまいます。地方債には将来の世代の方にも元利償還という形で負担していただくこ

とで世代間の公平性を調整する機能もありますので適正なバランスが必要です。 

 

 
<歳入額対資産比率> 

 

 

 

 
（数値の資料は、Ｐ3の貸借対照表（普通会計）、Ｐ17の資金収支計算書（普通会計）からです。） 

 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに整備してきた資産が

何年分の歳入に相当するかを見ることができ、社会資本整備の度合いを示す指標といえ

ます。 

この比率が高いほど社会資本の整備が進んでいるといえます。 

葛城市の値は、4.15ですが、平均的な値が3.0～7.0程度といわれていますので、葛城

市の整備は平均的な水準であるといえます。 

 

 

<資産老朽化比率> 

 

 

 

 

 
 

（有形固定資産合計の数値の資料は、Ｐ3の貸借対照表（普通会計）からです。） 

 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合

を計算することにより、耐用年数に対して償却資産の取得からどの程度経過しているか

を全体として把握することができます。 

葛城市の値は、54.8％ですが、平均的な値が35％～50％の間の比率といわれています。

葛城市の施設は平均的な水準から外れ、老朽化が進んでいます。 

歳入額対資産比率(4.15) 

  ＝資産合計(71,761,918 千円)÷歳入総額(17,305,292 千円) 

資産老朽化比率(54.8％) 

  ＝減価償却累計額÷(有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額) ×100 

47,701,406千円÷(64,109,917千円-24,825,655千円+47,701,406千円) 



(2)行政コスト計算書(普通会計)

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 2,277,675 17.9% 152,036 576,655 343,986 296,000 118,467 22,491 616,875 151,165 0

（２）退職手当引当金繰入等 △ 54,700 -0.5% △ 2,463 △ 14,402 △ 9,728 △ 9,408 △ 2,844 △ 1 △ 14,788 △ 1,066 0

（３）賞与引当金繰入額 126,100 1.0% 8,417 31,926 19,044 16,388 6,559 1,245 34,152 8,369 0

小　　計 2,349,075 18.4% 157,990 594,179 353,302 302,980 122,182 23,735 636,239 158,468 0

（１）物件費 2,066,034 16.3% 54,778 580,063 331,238 622,701 46,482 13,937 410,665 6,139 31

（２）維持補修費 108,627 0.8% 72,312 14,318 4,947 5,316 5,926 525 5,225 58

（３）減価償却費 1,928,327 15.2% 453,925 489,659 210,246 230,196 323,737 33,304 187,260 0 0

小　　計 4,102,988 32.3% 581,015 1,084,040 546,431 858,213 376,145 47,766 603,150 6,197 31

（１）社会保障給付 2,564,468 20.2% 29,826 2,534,642 0

（２）補助金等 1,458,556 11.5% 2,160 99,133 450,703 232,502 63,026 483,728 126,560 744 0

（３）他会計等への支出額 2,051,112 16.2% 992,000 0 1,059,112 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

34,176 0.3% 4,009 0 0 0 30,167 0 0 0 0

小　　計 6,108,312 48.2% 998,169 128,959 4,044,457 232,502 93,193 483,728 126,560 744 0

（１）支払利息 136,119 1.1% 136,119

（２）回収不能見込計上額 5,959 0.0% 5,959

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 142,078 1.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 136,119 5,959 0

12,702,453 1,737,174 1,807,178 4,944,190 1,393,695 591,520 555,229 1,365,949 165,409 136,119 5,959 31

（　構　成　比　率　） 13.7% 14.2% 38.9% 11.0% 4.7% 4.4% 10.8% 1.3% 1.1% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 306,148 364 20,593 95,684 94,309 3,262 0 21,026 0 0 0 70,910

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 368,119 46 173,735 153,894 1,641 13,994 0 19,913 0 0 0 4,896

674,267 410 194,328 249,578 95,950 17,256 0 40,939 0 0 0 75,806

ｄ／ａ 5.3% 0.0% 10.8% 5.0% 6.9% 2.9% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 0.0%

12,028,186 1,736,764 1,612,850 4,694,612 1,297,745 574,264 555,229 1,325,010 165,409 136,119 5,959 31
（差引）純経常行政コスト ａ－

ｄ

２

３

４

行政コスト計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

１

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

9
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行政コスト計算書とは                          

 

 
行政コスト計算書とは、バランスシートで計上されるような資産や負債の面だけでは

なく、市の行政活動で大きな比重を占めている人によるサービスや医療費の助成など、

資産形成につながらない行政サービスにどれだけのコストがかかり、それをどのような

歳入で賄ったかを表したものです。このコストには、減価償却費や退職手当引当金など

現金の支出を伴わないコストも含まれます。 

性質別経費は、次のように区分します。 

 

１．人にかかるコスト 人件費、退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入額 

２．物にかかるコスト 物件費（需用費、委託料等）、維持補修費、減価償却費 

３．移転支出的なコスト 
社会保障給付、補助金等、他会計等への支出額、 

他団体への公共資産整備補助金等 

４．そ の 他 の コ ス ト 支払利息、回収不能見込計上額、その他行政コスト 

 

 

 

 
<行政コスト計算書に示されている項目> 

 

【経常行政コスト】 

 

1 人にかかるコスト 

(1) 人件費 

人件費総額から、退職手当及び前年度賞与引当金を控除した額 

(2) 退職手当引当金繰入等 

当該年度に引当金として新たに繰り入れられた分に相当する額 

(3) 賞与引当金繰入額 

当該年度に引当金として新たに繰り入れられた分に相当する額 

 

2 物にかかるコスト 

(1) 物件費 

需用費（消耗品費・燃料費・光熱水費等）、委託料、使用料、備品購入費など 

の消費的な経費 

(2) 維持補修費 

道路や建物などの維持補修に要する経費 

(3) 減価償却費 

有形固定資産（土地を除く）に対する減価償却費 
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3 移転支出的なコスト 

(1) 社会保障給付 

児童手当、児童扶養手当、生活保護費、医療費の助成などの経費 

(2) 補助金等 

各種団体等への補助金や負担金等 

(3) 他会計等への支出額 

他会計等への繰出金等 

(4) 他団体への公共資産整備補助金等 

他団体等での資産形成に支出した負担金や補助金等 

 

4 その他のコスト 

(1) 支払利息 

市債の利子額 

(2) 回収不能見込計上額 

市税や使用料などの未収金で不納欠損処理を行った額や、新たに将来回収が見

込まれなくなった額 

(3) その他行政コスト 

多数の失業者が発生した場合に、臨時的に就業の機会を与えるための失業対策

事業にかかる経費等 

 

【経常収益】 

(1）使用料・手数料 

使用料及び手数料の総額 

(2）分担金・負担金・寄附金 

分担金、負担金及び寄附金の総額 
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葛城市の行政コスト計算書（普通会計）からわかること           

 

 
「人にかかるコスト」のうち人件費は、職員給与、議員報酬等からなります。その他

には退職手当引当金繰入として、当年度の職員の退職金支払にかかる発生額を計上して

います。 

「物にかかるコスト」のうち物件費は、人件費以外のすべての業務費用となります。

維持補修費と減価償却費は、設備等に関する費用です。 

「移転支出的なコスト」とは、直接サービスを行う費用ではなく、生活扶助や各種手

当の給付、補助金等に関するコストです。 

「行政コスト計算書」では、当年度の市の行政サービスのためにかかった費用から、

収益すなわち分担金など受益者が直接負担する額を差し引いたものが、行政にかかるコ

ストとなります。このコストは税収等の財源で賄う必要がありますが、その関係は純資

産変動計算書で表されます。 

 

性質別行政コスト

その他のコスト 1%

移転支出的な
コスト 48%

物にかかるコスト
32%

人にかかるコスト
19%

人にかかるコスト

物にかかるコスト

移転支出的なコスト

その他のコスト

 
 

 
<受益者負担比率> 

 

 

 

 
 

（数値の資料は、Ｐ9の行政コスト計算書（普通会計）からです。） 

 

行政コスト計算書の経常収益は、受益者の方に負担していただいている金額です。 

経常収益の経常行政コストに対する割合が、受益者負担比率となります。 

葛城市の値は5.3％で、平均的な値は2％～8％といわれておりますので、受益者負担

をお願いしている比率は平均的な水準であるといえます。 

 

 

受益者負担比率（5.3％） 

  ＝経常収益（674,267千円）÷ 経常行政コスト（12,702,453千円） 
×100 

 



 
13

<行政コスト対税収等比率> 

 

 

 

 

 

 
（数値の資料は、Ｐ14の純資産変動計算書（普通会計）からです。） 

 

行政コスト計算書の純経常行政コストに対する一般財源比率を見ることによって、当

年度に行われた行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストの

うち、どれだけ当年度の一般財源の負担で賄われたかがわかります。 

比率が100％を下回っている場合は、翌年度へ引き継ぐ資産が蓄積されたことか、あ

るいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたことを表しており、比率が100％を上回

っている場合は、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以降へ引き

継ぐ負担が増加したことを表しています。葛城市の値は104.2％で、行政コスト対税収

等比率の平均的な値は90％～110％といわれていますので、平均的な水準であるといえ

ます。 

 

 

 

<行政コスト対公共資産比率> 

 

 

 

 

 
（数値の資料は、Ｐ3の貸借対照表（普通会計）、Ｐ9の行政コスト計算書（普通会計）から

です。） 

 

行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけの

コストがかけられているのか、あるいは、どれだけの資産でどれだけの行政サービスを

提供しているのかを分析することができます。 

葛城市の値は19.8％で、行政コスト対公共資産比率の平均的な値は10％～30％といわ

れていますので、平均的な水準であるといえます。 

 

行政コスト対税収等比率（104.2％） 

＝純経常行政コスト(12,028,186千円)÷{一般財源(8,910,169千円) 

        ＋補助金等受入<その他一般財源等>(2,634,017千円)｝ 
×100 

 

行政コスト対公共資産比率（19.8％） 

＝経常行政コスト(12,702,453千円)÷公共資産(64,109,917千円)  
×100 



(3)純資産変動計算書(普通会計)

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 52,921,845 8,491,694 49,398,238 △ 4,968,087 0

純経常行政コスト △ 12,028,186 △ 12,028,186

一般財源

地方税 4,002,293 4,002,293

地方交付税 4,160,493 4,160,493

その他行政コスト充当財源 747,383 747,383

補助金等受入 4,161,184 1,527,167 2,634,017

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 33,393 33,393

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,103,396 △ 1,103,396

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 143,706 △ 143,706

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 63,388 63,388

減価償却による財源増 △ 317,400 △ 1,610,927 1,928,327

地方債償還に伴う財源振替 502,157 △ 502,157

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 53,998,405 9,701,461 49,473,182 △ 5,176,238 0

純資産変動計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

1
4
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純資産変動計算書とは                          

 

 
純資産変動計算書とは、バランスシートの純資産の前年度からの増減内訳を表したも

のです。 

 

・期首純資産残高 

期首純資産残高は、前年度のバランスシートの「純資産合計」です。 

 

・純経常行政コスト 

純経常行政コストは、行政コスト計算書で算出した経常行政コストから、証明

書発行手数料、施設の使用料などの行政サービスによる経常収益を控除した純粋

な行政コストです。 

この額は、行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の額と一致します。 

 

・一般財源 

地方税、地方交付税のほか、地方譲与税、利子割交付金や地方消費税交付金な

どの一般財源や、分担金及び負担金、基金繰入金等以外のその他財源を合計した

ものです。 

 

・補助金等受入 

補助金等受入は、受け入れた国庫・県支出金です。 

 

・臨時損益 

経常的でない特別な事由に基づく損益です。具体的には、災害復旧に要した経

費、公共資産の売却に伴う公共資産計上額と売却額の差額、出資法人等に対する

出資金の減資、出資法人等に対する債務保証又は損失補償の履行決定などが該当

します。 

 

・資産評価替えによる変動額 

新たに売却可能資産を計上した場合、「売却可能資産計上額－当該売却可能資

産について有形固定資産から控除した額」により算出した額を、「資産評価差額」

に計上します。 

 

・無償受贈資産受入 

寄附等により無償で資産を受贈した場合、当該無償受贈資産の有形固定資産計

上額を、「資産評価差額」に計上します。 

 

 

※以上の各変動額の合計が当期変動額となり、期首純資産残高と足した当期末残高が

今年度のバランスシートの純資産と一致します。 

 

 

 

 



 
16

葛城市の純資産変動計算書（普通会計）からわかること           

 

 
葛城市の平成25年度の純資産残高は約529億円でした。純資産は、資産全体のうち、

今までの世代が負担してきた部分ですので、1年間で今までの世代が負担してきた部分

が増えたのか、減ったのかがわかるものとなっています。 

 

純経常行政コストには、行政コスト計算書で算出した数値約120億円がマイナス表示 

となって現れます。このコストに対し、経常的な一般財源約89億円（地方税約40億円、

地方交付税約42億円、その他行政コスト充当財源約7億円）と国県補助金が約42億円で、

約11億円不足しています。 

 

臨時損益として、公共資産除売却で約3千3百万円の増収となりました。科目振替は、

今まで貸借対照表上の純資産の財源として拘束されていなかった一般財源（公共資産整

備へ約11億円、貸付金・出資金等へ約1億円など）が使用されることにより、使い道が

確定したことを一般財源の振替により示しています。 

 

また、約19億円の減価償却による一般財源増とは、公共資産の財源として貸借対照表

上の純資産の中で拘束されていたものが、減価償却に伴い一般財源として回収されたこ

とを表します。 

 

同じように地方債償還に伴う財源の振替も地方債によって賄われていた部分が置き

換わることになります。 

 

公共資産の財源として発行した地方債を償還するということは、一般財源を公共資産

整備に投入するのと同じ性質をもつものとなります。 

 

 

 



(4)資金収支計算書(普通会計)

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等 ※1 一時借入金に関する情報

貸付金回収額 ① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

基金取崩額 ② 平成２６年度における一時借入金の借入限度額は3,521,000千円です。

地方債発行額 ③ 支払利息のうち、一時借入金利子は180千円です。

公共資産等売却収入 ※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

その他収入 　収入総額 17,305,292 千円

収 入 合 計 　繰越金 △ 1,148,101 千円

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 　地方債発行額 △ 2,360,100 千円

　財政調整基金等取崩額 △ 0 千円

翌年度繰上充用金増減額 　支出総額 △ 16,459,359 千円

当年度歳計現金増減額 　地方債元利償還額 1,057,564 千円

期首歳計現金残高 　財政調整基金等積立額 77,031 千円

期末歳計現金残高 　　基礎的財政収支 △ 1,527,673 千円

0

△ 302,168

1,148,101

845,933

33,393

40,228

549,535

△ 1,556,449

0

914

0

475,000

330

531,161

921,625

2,105,984

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

652,868

△ 1,100,045

1,168,600

6,966

31,003

2,734,300

1,527,731

34,176

586,879

12,873,356

2,354,326

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,798,856

1,313

3,834,345

351,560

111,234

716,500

9,324

4,005,768

4,160,493

2,633,453

298,145

108,627

10,519,030

2,666,588

2,066,034

2,564,468

1,456,531

１ 経 常 的 収 支 の 部

自　平成２６年４月　１日

至　平成２７年３月３１日

資金収支計算書

136,119

1,520,663
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資金収支計算書とは                           

 

 
資金収支計算書とは、市の歳出をその性質に応じて「経常的収支」、「公共資産整備

収支」、「投資・財務的収支」の3つに区分し、それに対応する財源を収入として表示

したものであり、それぞれの区分における資金調達の源泉及び資金使途の実態を明確に

反映した財務書類です。 

 

（1）経常的収支の部 

市政を運営する上で、毎年度継続的に収入、支出するものを計上します。具体的

には人件費、物件費、社会保障給付、補助金等、支払利息などの支出及び地方税、

地方交付税、補助金等、使用料・手数料などの収入です。 

 

（2）公共資産整備収支の部 

道路、学校、公園などの公共資産を整備するための支出及びその財源を計上しま

す。 

 

（3）投資・財務的収支の部 

投資・出資金、貸付金、基金積立額、地方債の元金償還額などの経費及びその財

源を計上します。 

 

 

葛城市の資金収支計算書（普通会計）からわかること            

 

 
（1）「経常的収支の部」では、日常の行政活動にかかる収支を表示しています。人

件費や物件費、社会保障給付など経常的な支出が約105億円、これに対し、地方税や地

方交付税、国県補助金などの日常の行政サービスを賄う収入が約129億円ありました。

経常的収支の部で生じた収支余剰金で「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収支

の部」の収支不足を穴埋めする関係になります。経常的収支の部の歳入には、臨時財政

対策債という地方交付税を補完する地方債も含まれています。 

 

（2）「公共資産整備収支の部」では、公共資産の整備に約38億円の支出を行い、そ

の財源として国県補助金等が約15億円、地方債が約12億円充当されますが、不足額の約

11億円は経常的収支の部で賄われることとなります。 

 

（3）「投資・財務的収支の部」の支出は、基金への積立、借入金の返済や他会計の

借入金の返済のために繰り出された経費などが計上されています。その財源として、基

金の取り崩し等で対応し、差し引き約16億円の不足は経常的収支の部で賄われることと

なります。 

これらにより、葛城市では平成26年度の1年間で302,168千円の歳計現金が減少し、期

末の歳計現金残高は845,933千円となりました。 
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（数値の資料は、Ｐ17の資金収支計算書（普通会計）からです。） 

 

基礎的財政収支とは、国や地方自治体の財政状態を示す指標の一つで、地方債などの

借入収入を除いた税収などによる歳入と、借入に対する元利払いを除いた歳出の収支の

ことです。黒字になっているということは、単年度の税収などによってその年の収支が

賄えていることを示し、マイナスの場合は地方債等の新規発行をしなければ、その年の

収支を賄えないことを示します。 

葛城市では、平成26年度は約15億円の赤字となっております。 

基礎的財政収支(＝プライマリーバランス)について 
 

基礎的財政収支 

＝{収入総額（繰越金を除く）－地方債発行額－財政調整基金等の取崩額}

－(支出総額－地方債元利償還額－財政調整基金等の積立額) 

▲1,527,673千円 

＝(17,305,292千円-1,148,101千円-2,360,100千円-0千円) 

-(16,459,359千円-1,057,564千円-77,031千円) 


